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１．2025年３月期第１四半期の連結業績（2024年４月１日～2024年６月30日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上収益 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2025年３月期第１四半期 135,167 △0.5 4,321 △7.2 4,750 △5.9 2,916 2.7

2024年３月期第１四半期 135,902 8.1 4,654 15.1 5,047 12.7 2,839 △79.6
(注) 包括利益 2025年３月期第１四半期 4,741百万円( △3.5％) 2024年３月期第１四半期 4,914百万円( △67.0％)

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2025年３月期第１四半期 236.71 236.17

2024年３月期第１四半期 206.93 206.51

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2025年３月期第１四半期 372,392 142,300 35.2
2024年３月期 372,645 138,347 34.2

(参考) 自己資本 2025年３月期第１四半期 130,956百万円 2024年３月期 127,526百万円

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2024年３月期 － 65.00 － 65.00 130.00

2025年３月期 －

2025年３月期(予想) 125.00 － 12.50 －
(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 有

当社は、2024年10月１日を効力発生日として、普通株式１株につき10株の割合で株式分割を実施する予定であるた
め、2025年３月期（予想）の１株当たり配当金額については、当該株式分割の影響を考慮した金額を記載し、年間配
当金合計は「－」と記載しております。なお、株式分割の影響を考慮しない場合の2025年３月期（予想）年間配当金
は１株当たり250円00銭となります。

詳細は、本日（2024年８月８日）公表いたしました「株式分割、株式分割に伴う定款の一部変更及び配当予想の修
正に関するお知らせ」をご覧ください。



３．2025年３月期の連結業績予想（2024年４月１日～2025年３月31日）

(％表示は、対前期増減率)

営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 18,000 3.4 18,000 7.4 10,000 △3.4 81.20
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無

2025年３月期の業績予想（通期）における１株当たり当期純利益については、株式分割の影響（１株につき10株の
割合）を考慮しております。株式分割の影響を考慮しない場合の2025年３月期の業績予想（通期）における１株当た
り当期純利益は812円04銭となります。

※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更 ： 無

新規 - 社（社名） 、除外 - 社（社名）

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2025年３月期１Ｑ 15,021,551株 2024年３月期 15,021,551株

② 期末自己株式数 2025年３月期１Ｑ 2,702,275株 2024年３月期 2,706,866株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2025年３月期１Ｑ 12,318,084株 2024年３月期１Ｑ 13,717,850株

※ 添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は
監査法人によるレビュー

： 有（任意）

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
（将来に関する記述等についてのご注意）

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると
判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想
の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料３ページ「１．経営成績等
の概況 (3)連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。

なお、当社は2024年10月１日を効力発生日として、普通株式１株につき10株の割合で株式分割を実施する予定で
あるため、当該株式分割の影響を考慮した期中平均株式数を基に１株当たり当期純利益を算定しております。
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１．経営成績等の概況

（１）当四半期連結累計期間の経営成績の概況

当第１四半期連結累計期間における当社グループの業績は、売上収益135,167百万円（前年同期比0.5％減）、営

業利益4,321百万円（同7.2％減）、経常利益4,750百万円（同5.9％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益

2,916百万円（同2.7％増）となりました。

当第１四半期連結累計期間のセグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

「国内卸売」

紙は、デジタル化の進行など構造的要因による需要減少に加え、定期雑誌の発行部数の減少、またチラシやカ

タログ等の発行回数や部数の減少、判型縮小等の傾向が継続しており、販売数量は前年同期に比べて減少しまし

た。

板紙において、段ボール原紙は、物価上昇に伴う消費者の買い控えによる加工食品向け需要の減少や工業製品

の需要回復遅れによる販売の減少が見られましたが、白板紙はインバウンドの回復等による人流の増加に伴い医

薬品・化粧品向け等が増加し、またトレーディングカード用途も好調に推移したことから、板紙の販売数量は前

年同期に比べてわずかに増加しました。

エレクトロニクス関連を中心とする機能材料製品については、需要の回復が見られました。

これらの結果、販売数量は前年同期並みとなり、売上収益は前年同期比0.6％増の49,225百万円となりまし

た。

経常利益は、人件費等の販売費及び一般管理費の増加等により、前年同期比9.3％減の1,560百万円となりまし

た。

「海外卸売」

主要拠点である米国、英国、豪州では、デジタル化の進行などによる需要の減少傾向が継続しているほか、

紙・板紙の販売単価の下落等により売上収益は前年同期に比べて減少しました。本邦からの輸出においては、東

南アジア向けの紙の販売が増加しました。

これらの結果、在外連結子会社において円安に伴う円貨換算額の増加効果もあったものの、売上収益は前年同

期比1.3％減の65,767百万円、経常利益は売上収益の減少や人件費をはじめとした販売費及び一般管理費の増加

等により同27.7％減の1,066百万円となりました。

「製紙加工」

段ボール事業及び再生家庭紙事業ともに販売数量は前年同期並みに推移し、売上収益は前年同期比1.3％増の

12,985百万円となりました。

経常利益は、原燃料及び電力価格、副資材コストが高止まりしたものの、生産効率向上への継続的な取り組み

や、前年同期において赤字であった連結子会社JP CORELEX(Vietnam)Co., Ltd.の持分を前連結会計年度に譲渡し

同社が連結の範囲から除外となったこと等により、前年同期比13.4％増の1,674百万円となりました。

「環境原材料」

古紙事業は、国内、米国ともに紙・板紙需要の減少に伴う古紙の発生数量減少が継続しており、また米国にお

ける２つの拠点を事業停止したことにより売上収益は減少しました。一方、木質バイオマス発電所向け燃料の販

売数量は大幅に増加しました。パルプの販売及び総合リサイクル事業は前年同期並みに推移しました。

これらの結果、売上収益は前年同期比6.0％減の6,149百万円、経常利益は同28.3％増の687百万円となりまし

た。

「不動産賃貸」

主要賃貸物件が高水準の稼働を継続しており、売上収益は前年同期比4.0％増の1,042百万円、経常利益は同

2.7％増の390百万円となりました。
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（２）当四半期連結累計期間の財政状態の概況

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、売上債権が増加した一方、預金や投資有価証券が減少したこと等に

より、前連結会計年度末に比べて253百万円減の372,392百万円となりました。

総負債は、仕入債務が増加した一方、有利子負債や未払法人税等が減少したこと等により、前連結会計年度末

に比べて4,206百万円減の230,092百万円となりました。

純資産は、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上や為替換算調整勘定の増加等により、前連結会計年度末

に比べて3,952百万円増の142,300百万円となりました。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

2024年５月10日に公表いたしました連結業績予想数値の修正はございません。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2024年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 17,806 16,291

受取手形及び売掛金 143,449 144,536

棚卸資産 56,504 56,855

その他 7,216 7,855

貸倒引当金 △2,012 △2,066

流動資産合計 222,963 223,472

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 33,993 33,701

土地 29,002 29,081

その他（純額） 33,847 33,926

有形固定資産合計 96,842 96,708

無形固定資産

のれん 3,783 4,002

その他 2,814 2,883

無形固定資産合計 6,598 6,885

投資その他の資産

投資有価証券 39,949 39,016

退職給付に係る資産 194 193

その他 8,243 8,350

貸倒引当金 △2,185 △2,269

投資その他の資産合計 46,201 45,291

固定資産合計 149,641 148,884

繰延資産 41 36

資産合計 372,645 372,392
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2024年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 99,470 101,870

短期借入金 36,395 34,697

1年内返済予定の長期借入金 4,206 4,016

コマーシャル・ペーパー 8,000 5,500

1年内償還予定の社債 20,000 20,000

未払法人税等 2,910 1,180

引当金 2,539 1,623

その他 15,818 16,238

流動負債合計 189,337 185,123

固定負債

社債 10,000 10,000

長期借入金 14,357 13,964

引当金 831 842

退職給付に係る負債 1,899 2,044

その他 17,873 18,119

固定負債合計 44,960 44,969

負債合計 234,297 230,092

純資産の部

株主資本

資本金 16,649 16,649

資本剰余金 7,183 7,183

利益剰余金 98,398 100,498

自己株式 △11,671 △11,652

株主資本合計 110,558 112,678

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 11,857 11,222

繰延ヘッジ損益 △10 △3

為替換算調整勘定 5,136 7,075

退職給付に係る調整累計額 △15 △16

その他の包括利益累計額合計 16,968 18,277

新株予約権 76 76

非支配株主持分 10,746 11,269

純資産合計 138,347 142,300

負債純資産合計 372,645 372,392
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2023年４月１日
至 2023年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年６月30日)

売上収益 135,902 135,167

売上原価 114,601 112,709

売上総利益 21,301 22,458

販売費及び一般管理費 16,647 18,137

営業利益 4,654 4,321

営業外収益

受取利息 218 202

受取配当金 560 558

持分法による投資利益 93 84

その他 329 336

営業外収益合計 1,199 1,180

営業外費用

支払利息 772 627

その他 34 124

営業外費用合計 806 751

経常利益 5,047 4,750

特別利益

固定資産売却益 15 233

受取保険金 - 155

投資有価証券売却益 34 1

抱合せ株式消滅差益 22 -

特別利益合計 70 389

特別損失

固定資産処分損 27 68

その他 0 10

特別損失合計 27 78

税金等調整前四半期純利益 5,091 5,061

法人税、住民税及び事業税 1,157 1,402

法人税等調整額 814 332

法人税等合計 1,970 1,734

四半期純利益 3,120 3,328

非支配株主に帰属する四半期純利益 282 412

親会社株主に帰属する四半期純利益 2,839 2,916
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四半期連結包括利益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2023年４月１日
至 2023年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年６月30日)

四半期純利益 3,120 3,328

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 1,425 △727

繰延ヘッジ損益 12 8

為替換算調整勘定 301 2,040

退職給付に係る調整額 0 △1

持分法適用会社に対する持分相当額 57 93

その他の包括利益合計 1,793 1,413

四半期包括利益 4,914 4,741

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 4,649 4,225

非支配株主に係る四半期包括利益 265 516
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（会計方針の変更）

(「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。以下「2022年改

正会計基準」という。）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用しております。

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20－

３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第28号 2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65－２項(2)ただし書きに定める経過的な取

扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による四半期連結財務諸表への影響はありません。

また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸表

における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当第１四半期連結会計期間の期首か

ら適用しております。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前年四半期および前連結会計年度については遡及

適用後の四半期連結財務諸表および連結財務諸表となっております。なお、当該会計方針の変更による前年四半

期の四半期連結財務諸表および前連結会計年度の連結財務諸表に与える影響はありません。
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（セグメント情報等の注記）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 2023年４月１日 至 2023年６月30日)

報告セグメントごとの売上収益及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

報告セグメント
合計

(百万円)
調整額
(百万円)

四半期連結
損益計算書
計上額
(百万円)

国内卸売
(百万円)

海外卸売
(百万円)

製紙加工
(百万円)

環境原材料
(百万円)

不動産賃貸
(百万円)

売上収益

顧客との契約から
生じる収益

48,935 66,603 12,822 6,539 － 134,900 － 134,900

その他の収益 － － － － 1,002 1,002 － 1,002

外部顧客への
売上収益

48,935 66,603 12,822 6,539 1,002 135,902 － 135,902

セグメント間の内部
売上収益又は振替高

2,113 53 969 1,553 24 4,712 △4,712 －

計 51,048 66,656 13,791 8,092 1,026 140,614 △4,712 135,902

セグメント利益
又は損失（△）

1,720 1,474 1,476 535 380 5,586 △538 5,047

（注）１ セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

２ セグメント利益又は損失（△）の調整額には、各報告セグメントに配分していない全社部門の損益506百万

円が含まれております。全社部門の損益は、主に各報告セグメントに帰属しない一般管理費、営業外収益、

営業外費用の純額であります。

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 2024年４月１日 至 2024年６月30日)

報告セグメントごとの売上収益及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

報告セグメント
合計

(百万円)
調整額
(百万円)

四半期連結
損益計算書
計上額
(百万円)

国内卸売
(百万円)

海外卸売
(百万円)

製紙加工
(百万円)

環境原材料
(百万円)

不動産賃貸
(百万円)

売上収益

顧客との契約から
生じる収益

49,225 65,767 12,985 6,149 － 134,125 － 134,125

その他の収益 － － － － 1,042 1,042 － 1,042

外部顧客への
売上収益

49,225 65,767 12,985 6,149 1,042 135,167 － 135,167

セグメント間の内部
売上収益又は振替高

2,274 72 775 1,535 24 4,681 △4,681 －

計 51,499 65,839 13,760 7,684 1,066 139,848 △4,681 135,167

セグメント利益
又は損失（△）

1,560 1,066 1,674 687 390 5,377 △627 4,750

（注）１ セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

２ セグメント利益又は損失（△）の調整額には、セグメント間取引消去△1,740百万円、各報告セグメントに

配分していない全社部門の損益1,113百万円が含まれております。全社部門の損益は、主に各報告セグメン

トに帰属しない一般管理費、営業外収益、営業外費用の純額であります。
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（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、

次のとおりであります。

前第１四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年６月30日)

減価償却費 2,242百万円 2,127百万円

のれんの償却額 277 〃 265 〃
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（重要な後発事象）

(株式分割及び株式分割に伴う定款の一部変更について)

当社は、2024年８月８日開催の取締役会において、株式分割及び株式分割に伴う定款の一部変更について以

下の通り決議いたしました。

１．株式分割の目的

当社株式の投資単位当たりの金額を引き下げることにより、より投資しやすい環境を整え、株式の流動

性の向上と投資家層の拡大を図ることを目的としております。

２．株式分割の概要

（１）株式分割の方法

2024年９月30日（月）を基準日として、同日最終の株主名簿に記録された株主の所有する当社普通株式

１株につき、10株の割合をもって分割いたします。

（２）株式分割により増加する株式数

株式分割前の発行済株式総数 15,021,551株

今回の分割により増加する株式数 135,193,959株

株式分割後の発行済株式総数 150,215,510株

株式分割後の発行可能株式総数 295,603,000株

（３）分割の日程

基準日公告日 2024年９月12日（木）（予定）

基準日 2024年９月30日（月）

効力発生日 2024年10月１日（火）

（４）１株当たり情報に及ぼす影響

当該株式分割が前連結会計年度の期首に行われたと仮定した場合の１株当たり情報は、以下のとおりで

あります。

前第１四半期連結累計期間
(自2023年４月１日
至2023年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自2024年４月１日
至2024年６月30日)

１株当たり四半期純利益 20円69銭 23円67銭

潜在株式調整後１株当たり四半期
純利益

20円65銭 23円62銭

３．株式分割に伴う定款の一部変更

（１）変更の理由

上記株式分割の割合に応じた発行可能株式総数の増加に伴い、会社法第184条第２項の規定に基づき、

2024年10月１日を効力発生日として、当社定款の一部を変更いたします。

（２）変更の内容

（下線は変更部分）

現行定款 変更後

第６条 （発行可能株式総数）
当会社の発行可能株式総数は、
29,560,300株とする。

第６条 （発行可能株式総数）
当会社の発行可能株式総数は、
295,603,000株とする。

（３）変更の日程

取締役会決議日 2024年８月８日（木）

効力発生日 2024年10月１日（火）
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独立監査人の四半期連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2024年８月８日

日本紙パルプ商事株式会社

取締役会 御中

八重洲監査法人

東京都千代田区

代表社員
業務執行社員

公認会計士 三 井 智 宇

業務執行社員 公認会計士 山 田 英 二

業務執行社員 公認会計士 小 山 田 英 二

監査人の結論

当監査法人は、四半期決算短信の「添付資料」に掲げられている日本紙パルプ商事株式会社の2024年４月１日から

2025年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(2024年４月１日から2024年６月30日まで)及び第１四半

期連結累計期間(2024年４月１日から2024年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照

表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、株式会社東京証券取引所の四半期財務

諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（た

だし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていな

いと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記

載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、

また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手した

と判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記

載の省略が適用されている。）に準拠して四半期連結財務諸表を作成することにある。これには、不正又は誤謬による

重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること

が含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国におい

て一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項

に定める記載の省略が適用されている。）に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を

開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、株式会社東京証券取引所の四

半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会

計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作

成されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実

性が認められる場合は、期中レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重

要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論

又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基

づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項

及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作

成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項が認め

られないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の期中レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監

査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発

見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

（注）１． 上記の期中レビュー報告書の原本は当社（四半期決算短信開示会社）が別途保管しております。

２． XBRLデータ及びHTMLデータは期中レビューの対象には含まれていません。


